
基本課題７　労働の場における男女共同参画の促進（課題14～16）

課題14　雇用の場における均等な機会と処遇の確保

Ｎｏ 施　　策 事　業　名 担当課等 実施計画内容 実施状況 問題点、課題等 担当課
評価 市民窓口課所見

27

均等な雇用機会
等の確保に向け
た広報・啓発

広報・啓発活動

男女雇用機会均等月間(６月)
において新潟労働局等からの
依頼を受け、周知ポスターや
パンフレットを掲示するととも
に、ホームページに男女雇用
機会均等法に関する情報を掲
載する。

ホームページに男女雇用
機会均等法に関する情報
にリンクし、情報提供を行っ
た。

【評価理由】
計画通り実施した

A A

28

女性労働者の
母性保護と母性
健康管理の推
進に向けた啓発

広報・啓発活動

ホームページから新潟労働局
の母性の健康管理にリンクし、
情報提供する。

ホームページから新潟労働
局の母性の健康管理にリン
クし、情報提供を行った。

【評価理由】
計画通り実施した

A A

29
労働事情アン
ケートの充実

労働事情アン
ケートの実施

平成２２年度は実施しない。

― ― ― ―

30

事業所での積極
的改善措置（ポ
ジティブ・アク
ション）の普及

女性のための
キャリア・アップ
の啓発

(財)２１世紀職業財団のホーム
ページにリンクし、情報提供す
る。

（財）２１世紀職業財団の
ホームページにリンクし、情
報提供を行った。

【評価理由】
計画通り実施した

A A

商工課

H22年度の審議会における意見・評価
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課題15　農林業・商工業・サービス業等の自営業に従事する女性の経済的地位の向上と労働環境の整備への支援

Ｎｏ 施　　策 事　業　名 担当課等 実施計画内容 実施状況 問題点、課題等 担当課
評価 市民窓口課所見

31
農家の家族経
営協定の締結の
促進

広報・啓発活動

農家を対象とした各種研修会
等でパンフレットの配布、説明
等により啓発活動を行うととも
に、締結意欲のある農家には
個別に指導する。
【工夫すること】
後継者の有無にかかわらず、
家族で経営している農家を探
し、締結を進める。
【目標値】
新規３組

・７月、１１月、１月に認定農
業者更新予定者に対し、
家族経営協定に関するパ
ンフレットを配布し啓発を
行った。
・締結意欲のある農家に個
別指導した。（５組　７・８・１
１・１・２月）
・新規1組が家族経営協定
を締結した。

【評価理由】意識
向上が図られ、目
標には届かなかっ
たが、新規２組の
家族経営協定が
締結された。
【問題点・課題
等】・継続して締結
意欲のある農家を
探す。
・後継者の有無に
かかわらず、家族
で経営している農
家を探し、締結を
勧める。

B B

パートナーシッ
プへの意識啓発

農家を対象とした各種研修
会、集会等で、話題提供等に
より啓発活動を行い、意識の
向上を目指す。
【工夫すること】
家族経営協定に至るような啓
発を行う。
【目標値】
年２回

・７月、１１月、１月に認定農
業者更新予定者に対し、
家族経営協定に関するパ
ンフレットを配布し啓発を
行った。

【評価理由】意識
向上が図られ、新
規２組の家族経営
協定が締結され
た。
【問題点・課題
等】・継続的に啓
発していきたい。

A A

情報の収集・提
供

商工課

商工自営業者等の女性の労
働条件を向上するための情報
を収集し、ホームページ等で
情報提供を行う。

商工自営業者等の女性の
労働条件を向上するため
の情報を収集し、ホーム
ページ等で情報提供を
行った。
　また、９月３０日発行の
『きょうさいだより』に掲載
し、勤労者福祉共済加入
事業所会員に配布した。
（３８８事業所・２，８４２名）

【評価理由】
計画通り実施した

A A

農林課

H22年度の審議会における意見・評価

32

自営業及び農
業従事者の対
等パートナー
シップへの意識
啓発
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課題16　多様な就業ニーズへの支援

Ｎｏ 施　　策 事　業　名 担当課等 実施計画内容 実施状況 問題点、課題等 担当課
評価 市民窓口課所見

再就職相談の
充実

ワークサポート三条（三条市就
労支援相談室）の職業相談員
が就労支援及び情報提供を
行う。
【工夫すること】
ワークサポート三条を更に広く
周知するため、広報・出張相
談を積極的に行う。
【目標値】
相談件数３００件

ワークサポート三条（三条
市就労支援相談室）の職
業相談員が就労支援及び
情報提供を行っている。
【3月末現在】
　328件

【評価理由】
残り２か月で目標
値を上回ると予想
できる。
【問題点。課題
等】
ワークサポート三
条の所在場所がソ
レイユ三条内で、３
月１１日発生の東
北地方太平洋沖
地震被災者の避
難所が併設されて
いるため、相談者
数の減少が見込
める。来年度の目
標値を下げざるを
得ない。

A A

ワーク・ライフ・バ
ランス講座の実
施

（財）２１世紀職業財団と共催
でワーク・ライフ・バランス講座
を実施し就労支援を行うととも
に、パートタイマー均等待遇助
成金制度について周知する。
【実施対象】
再就職を希望する女性、事業
主
【工夫すること】
講座開催を広く周知するた
め、各団体と協力する。
【目標値】
各講座とも参加人数３０名

平成２２年１１月１１日に
（財）２１世紀職業財団・燕
市と共催でワーク・ライフ・
バランス講座を実施し、就
労支援を行うとともに、パー
トタイマー均等待遇助成金
制度等について周知する。
参加者　２２名

【問題点・課題等】
平成２３年９月末を
持って、（財）２１世
紀職業財団地方
事務所（新潟事務
所）が閉鎖するた
め、本セミナーの
開催予定もなし。

B B

34
女性の起業、在
宅ワーク、ＳＯＨ
Ｏ等の情報提供

女性の起業支
援の情報提供

女性の起業等の情報をホーム
ページで情報を提供する。

女性の起業等の情報を
ホームページで情報提供
を行った。

【評価理由】
計画通り実施した

A A

商工課

H22年度の審議会における意見・評価

女性の就業や
再就職、パート
タイム労働者等
を支援するため
の情報提供や
講座等の実施

33
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労働相談等の
情報提供

商工課

労働相談窓口である新潟県長
岡地域振興局の労働相談窓
口や労働基準監督署等を紹
介するなど情報提供を行った
り、窓口にパンフレットを配置
する。
　また、新潟労働局の労働相
談にリンクさせたり、ホーム
ページのトピックス欄でも引き
続き情報提供を行う。

労働相談窓口である新潟
県長岡地域振興局の労働
相談窓口や労働基準監督
署・新潟県労働委員会等
を紹介するなど情報提供を
行ったり、窓口にパンフレッ
トを配置している。
　また、新潟労働局や新潟
県労働委員会の労働相談
にリンクさせたり、ホーム
ページのトピックス欄でも情
報提供を行っている。

【評価理由】
計画通り実施した

A A

若年者職業自
立支援相談の
実施

商工課
（勤労青少
年ホーム）

｢三条地域若者サポートステー
ション｣（職業支援・自立支援セ
ミナー・相談事業）を実施す
る。（厚生労働省委託事業）
【実施時期】平成２２年４月～２
３年３月
【対象】１５歳以上４０歳未満の
青少年

｢三条地域若者サポートス
テーション｣（職業支援・自
立支援セミナー・相談事
業）を実施する。（厚生労働
省委託事業）
相談件数 １,472件
(H２３年3月末現在)

A A

35
労働相談の充
実
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